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 調査研究の目標・概要 

１．目的 

 本研究は、これまで我が国において、公共施設のような物的社会基盤のバリアフリー化に比べて不十分であった、高齢

者や障害者を含めたすべての人の公共システムへの参加を容易にするための、政治参加や情報アクセシビリティのバリアフ

リー化に関する科学技術政策の提言を行うものである。公共の社会システム全体のバリアフリー化を図るためには、従来

からの福祉工学・建築学的な実践のみではなく、法学的分析と制度論的分析といった社会科学的分析と、多様なアク

ティビティを持つ人々の様相を対象とした人文科学的分析をも含めた、文理融合型の分析をする必要がある。そこでまず

は高齢者・障害者の公共システムへの参加に関する障壁がどのようなものとなっているかについての実態を把握し、その結

果をふまえ、方策の検討に向けての実証実験なども行い、最終的には、(1)アクセシブルな電子投票を中心としたユニバー

サルな選挙参加の促進、(2)ユニバーサルな最先端科学技術の応用による、立法・行政など政策形成過程への障害者

の参画、(3)公的情報利用システムにおける多様なエンドユーザーに対応したアクセシビリティの構築、(4)最先端科学技

術を応用した行政・司法手続きへのユニバーサルな参加の促進、といった観点から、公共システムのバリアフリー化の政策

提言を行うことを目標とする。 

２．内容 

 行政・自治体、障害者・高齢者を対象として、研究内容を４つの観点、1)選挙のバリアフリーに関する研究、2)政策決

定過程への障害者の参画に関する研究、3)公共情報システムのアクセシビリティに関する研究、4)行政・司法システムに

おける手続き参加等のバリアフリーに関する研究に分けて進める。障害者・高齢者の各公共システムへのアクセシビリティ、

例えば、選挙での投票環境・選挙情報のアクセシビリティに関する実態、行政・立法過程における障害者の参加状況の

実態、最新の情報アクセシビリティ技術の実態、行政・司法手続きのバリアフリーの実態については、ワーキンググループに

おいて、調査項目を検討し、実態調査を行う。また、こうしたアクセシビリティ技術の整備状況の国際比較を、海外調査・

文献調査などによって行う。政策決定過程への障害者の参画状況の実態把握については事例調査を行う。それらの結

果を受けて、実験心理学のアシスティブテクノロジーへの応用と、福祉工学との接点を重視した実証実験を通して、障害

者・高齢者における投票方法、公共情報提供、行政・司法手続きへの実質的なアクセシビリティ向上のための方策の検

討、実践的活動を行い、障害者・高齢者と、法律、メディアを通した社会との接点をアピールした提言を行う。 

３．俯瞰的・融合的視点 

 本調査研究は、福祉工学からの分析のみならず、公共システムに内在する高齢者や障害者に対する障壁の除去には

法学的分析と制度論的分析、選挙における物理的環境のバリアフリー化には建築計画学的分析、アンケートや聞き取り

による実態調査には社会学的分析など人文・社会科学的視点からの分析や調査手法が必要となる。 

４．一般からの意見の反映方法 

 実際の選挙の場での投票者、政策決定に関わる国・地方の各種審議会・協議会等の障害者委員、ならびに、行政・

司法・立法に携わる障害者とそれらの関係者への聞き取り調査、さらに、障害当事者団体からの聞き取りやアンケート調

査などを通して、当事者を含め、広く一般からの意見の反映を図る。 

 

 調査研究により期待される提言 

(1)アクセシブルな電子投票を中心としたユニバーサルな選挙参加を促進するための提言。 

(2)ユニバーサルな最先端科学技術の応用による、立法・行政など政策形成過程に障害者が参画するための提言。 

(3)公的情報利用システムにおいて多様なエンドユーザーに対応したアクセシビリティを構築するための提言。 

(4)最先端科学技術を応用した行政・司法手続きへのユニバーサルな参加を促進するための提言。 
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平 
成 
一 
五 
年 
度 
 

 

選挙のバリアフ
リーに関する研
究 
○ 投票環境のアクセ

シビリティに関す

る調査研究 

○ 選挙情報のアクセ

シビリティに関す

る調査研究 

○ アクセシブルな投

票方法の調査研究 

○ アクセシブルな投

票方法の調査研究 

成果例：電子投票のバ

リアフリー 

行政・司法シス
テムにおける手
続き参加等のバ
リアフリーに関
する研究 
○ 行政手続のバリア

フリーに関する調

査研究 

○ 司法手続きにおけ

るバリアフリーに

関する調査研究 

○ 司法システムにお

ける当事者参加の

バリアフリーにつ

いての調査研究 

成果例：行政・司法手

続きのバリアフリ

ー  

 
 
 
 
平 
成 
一 
六 
年 
度 
 
 
 
 

公共システムのバリアフリー化に関する調査結果の分析・取りまとめ・公表 

期待される提言 

(1)アクセシブルな電子投票を中心としたユニバーサルな選挙参加を促進するための提言。 

(2)ユニバーサルな最先端科学技術の応用による、立法・行政など政策形成過程に障害者が参画する

ための提言。 

(3)公的情報利用システムにおいて多様なエンドユーザーに対応したアクセシビリティを構築する

ための提言。 

(4)最先端科学技術を応用した行政・司法手続きへのユニバーサルな参加を促進するための提言。 

政策決定過程へ
の障害者の参画
に関する研究 
○ 行政における政策

形成過程への参画

についての研究 

○ 障害のある公務員

の採用・執務支援の

状況に関する研究 

○ 立法過程における

障害者の参画状況

に関する研究 

成果例：パブリックコ

メント収集のバリ

アフリー 

公的情報利用シ
ステムのアクセ
シビリティに関
する研究 
○ 最新の情報アクセ

シビリティ技術の

実態に関する調査 

○ 公的情報利用シス

テムのアクセシビ

リティの実態に関

する調査 

成果例：支援技術の活

用による公共シス

テムのアクセシビ

リティの向上 




